
身体障害者福祉法第１５条の規定による医師の指定に関する要領  

 

（目的） 

第１条 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定

による医師の指定については、法令等に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

（指定の要件） 

第２条 医師の指定の要件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）岐阜県内（岐阜市を除く。）の医療機関において、指定を受けようとする診療科目に現に従 

事していること。 

  なお、勤務形態について常勤、非常勤の別は問わない。 

（２）指定を受けようとする診療科目について、医師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条 

   の２第１項に規定する臨床研修（以下「臨床研修」という。）の終了後５年以上の臨床経験を有す

ること。ただし、眼科及び耳鼻咽喉科については臨床研修の終了後３年以上の臨床経験を有するこ

と。 

（３）耳鼻咽喉科等の聴覚障害に係る診療科目の指定を受けることを希望する場合は、原則として、 

耳鼻咽喉科学会から耳鼻咽喉科専門医としての認定を受けていること。ただし、地域の実情等によ

り特に必要があると認められる場合であって、当該医師が聴覚障害の医療に係る専門性の向上に努

めることが期待できるときはこの限りでない。 

 ２ 前項の診療科目は、別表の右欄に掲げるものとする。 

 

（指定の申請） 

第３条 指定を受けようとする医師の勤務する医療機関の代表者（以下「医療機関の代表者」という。）

は、申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて知事あて申請するものとする。   

（１）医業に従事した経歴を明らかにできる履歴書（様式第２号） 

 （２）医師法第６条第２項に規定する医師免許証の写し 

 （３）岐阜県身体障害者福祉法施行規則（平成５年岐阜県規則第９０号。以下「施行規則」という） 

第６条に定める同意書（施行細則別記第４号様式） 

 （４）耳鼻咽喉科で指定申請する場合は、日本耳鼻咽喉科学会認定の耳鼻咽喉科専門医の資格を証 

明する書面の写し（第２条第１項第３号に該当する場合に限る。） 

 

（諮問） 

 第４条 知事は医師を指定しようとするときは、法第１５条第２項の規定により岐阜県社会福祉審議

会身体障害者福祉専門分科会審査部会（以下「審査部会」という。）の意見を聴かなければならない。 

 ２ 審査部会の意見を聴く際には、次の事項について十分審査を行うものとする。 

（１）医師法第６条第１項の規定による医籍への登録日 

（２）担当しようとする診療科目 

（３）当該医師の臨床歴 

（４）その他指定に関し、必要と認められる事項 

 

 



 

（指定） 

第５条 知事は、前条に規定する意見聴取の結果、指定することが適当と認められる医師を法第 

１５条第１項の規定に基づき指定し、その旨を当該医師及び医療機関の代表者に通知するものとす

る。 

 ２ 知事は、前項の指定にあたっては、当該医師が担当する診療科目（以下「担当科目」という。）を

定めるものとし、別表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる診療科目を担

当科目とする医師が診断書及び意見書を作成することができる。 

 ３ 指定は審査部会の意見を聴いた日をもって行うものとする。 

 

（告示） 

 第６条 知事は、医師を指定したときは、施行細則第５条の規定に基づき、次に掲げる事項を告示する

ものとする。 

（１）医師の氏名 

（２）担当科目 

（３）勤務する医療機関の名称及び所在地 

 

（指定の取消し） 

 第７条 知事は、指定を受けた医師（以下「指定医」という。）について、法第１５条第１項に規定す

る診断書の作成を行わせることが適当でないと認められる事由が生じたときは、身体障害者福祉法

施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第３項の規定により、審査部会の意見を聴いて、その指定

を取り消すことができる。 

 ２ 前条の規定は、前項の指定の取消しの告示について準用する。 

 

（指定の辞退） 

 第８条 医療機関の代表者は、次のいずれかに該当するときは、辞退届（様式第３号）により速やかに

届け出るものとする。 

（１）指定医が診断書の作成を行わなくなったとき 

（２）指定医が岐阜県内の市町村（岐阜市を除く。）に所在する医療機関から、岐阜市又は他都道 

府県に所在する医療機関に異動したとき。 

 

（変更の届出） 

 第９条 医療機関の代表者は、次のいずれかに該当するときは、変更届（様式第４号）により速やかに

届け出るものとする。 

 （１）指定医が岐阜県内の市町村（岐阜市を除く。）に所在する他の医療機関に異動したとき 

（２）指定医が勤務する医療機関の所在地又は名称の変更があったとき 

（３）指定医の氏名に変更があったとき 

 

  附 則 

この要領は、令和６年３月１８日から施行する。 


